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これまでの取り組み

わが国の対応
2 国際動向

ゼロカーボンビル推進会議
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1998年以降、全ての
新築建物で30％省エネ
対策、改修建物で15％
省エネ対策＋耐用年数
3倍延伸対策推進
電力のCO2削減努力も
見込んだ場合
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現状維持の場合
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アップフロント
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改修

日本建築学会声明
(1997.12）
達成の場合

住宅OC 
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住宅
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非住宅
UC
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住宅+非住宅
EC-UC 1%

日本建築学会声明（1997.12）

建築物のWLC削減 産・官・学のこれまでの取り組み

伊香賀俊治・村上周三・加藤信介・白石靖幸：我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、日本建築学会計画系論文集 65巻 535号 p. 53-58（2000.9）
https://doi.org/10.3130/aija.65.53_5
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0.2億㎡/年

改修工事
4.0億㎡/年

非木造非住宅

非木造住宅

木造非住宅

木造住宅

新築工事
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耐用年数3倍延伸ケース
建築物のWLC削減 産・官・学のこれまでの取り組み 1
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日本建築学会 建物のLCA指針

1999年11月発行
2003年 2月改訂
2006年11月改訂
2013年 2月改訂
2024年 3月改訂

新築・建替
時の躯体・仕
上・設備資材
量

環境負荷原単
位

×

建設部門分析用
産業連関表によ
る構造別・用途
別工事段階環境
負荷データに基
づく工事分倍率
で算出

電力・ガス・
上水消費量下
水・ごみ排出
量・維持管理
委託金額

環境負荷原単位

新築・建替
改修時の設
計委託金額

環境負荷原
単位

×

更新周期
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仕上、設
備資材製
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じた資材製
造・工事の
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定

新築・建替・修
繕・改修時の使
用済み資材量

環境負荷原単位
×

HCFC排出量CO2排出量 SOx排出量 NOx排出量エネルギー消費量

環境負荷物質毎の評価

×

発泡断熱材、
空調冷媒フ
ロン漏洩量

ＯＤＰ、
ＧＷＰ

×

HFC排出量 ・・・
・

輸送・建設 廃棄改修資材製造・輸送設計 運用
T.Ikaga

Upfront carbon Embodied carbonOperational carbon

N2O排出量CH4排出量

Whole life carbon

日本建築学会 地球環境委員会 LCA指針小委員会
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歴代主査：石福 昭 → 伊香賀 俊治 → 佐藤 正章 → 近田 智也
→ 小林 謙介 → 磯部 孝行 →小林 謙介

1991年から活動
（前身委員会を含め）

産業連関表利用
データベースを構築

建築物のWLC削減 1
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1990年産業連関表による資本形成を含む国内CO2排出量（伊香賀推計)

建築関連サプライチェーンCO2排出量
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シリーズ地球環境建築・専門編3
建築環境マネジメント
日本建築学会 編
伊香賀俊治・伊坪徳宏ほか
ISBN：4-395-22144-0  
2004年01月

建築物のWLC削減 日本建築学会 教科書 1
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1999年/2003年/
2006年/2013年/
2024年改訂

6

日本建築学会
建物のLCA指針

1999年- 1999年-

国土交通省
グリーン庁舎計画指針・
同解説(1999.4)
同基準・同解説（2006.1）

2005年-

東京都財務局
都有施設環境・コスト評
価システム
（2005.5)

環境配慮契約法 (2007)
国等の設計契約にLCCO2とCASBEE検討を
含めることが義務化

Operational 
carbon

EmbodiedUpfront 

Whole life carbon

2008年- 簡易版WLCA導入

CASBEE
2008年版から
LCCO2評価導入

24自治体 条例で
CASBEE届出義務化(2002年-）

建築物のWLC削減 産・官・学のこれまでの取り組み 1
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国土交通省補助 LCCM住宅研究開発 2009年度〜

1) LCCO2部会（部会長：伊香賀俊治 慶應義塾大学教授）
住宅におけるLCCO2の概念設計と計算体系の確立

2) 環境設備部会（部会長：桑沢保夫 建築研究所上席研究員）
CO2削減のための各種環境設備技術の開発

3) 構法技術部会（部会長：清家 剛 東京大学准教授）
CO2削減のための構法技術の開発

4) LCCM住宅設計部会（部会長：小泉雅生 首都大学東京准教授）
LCCM住宅のモデル設計および設計マニュアルの作成

5）普及技術開発委員会（委員長：清家 剛 東京大学准教授）
CO2削減技術の普及を促進する技術の開発

ライフサイクルカーボンマイナス住宅研究開発委員会（委員長：村上周三 建築研究所理事長）  

建築研究所LCCM実験住宅(2011.2竣工)

7

1

梼原町営 下組住宅（2010.2竣工）梼原町営 松原住宅（2010.2竣工）
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製材所でのヒアリング
（高知県）（東京都でも）

大規模な製造機械
（フィンランド）

森林施業現場でのレクチャー
（フィンランド）

2009年から木材製品データベース開発 多摩を含む国内外22箇所を現地調査

LCCM住宅研究開発委員会（村上周三委員長）傘下の LCCO2部会（伊香賀俊治部会長）が国内外の森林・製材所現地調査、統計資料調査に基づき開発

0

50

100

樹種 スギ スギ ヒノキ ヒノキ スプルース
B利用率※ 46% (現状) 100% (推計) 46% (現状) 100% (推計) 99%(現状)

各樹種の木材生産に伴うCO2排出量

CO
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出
量

[k
g-

CO
2]

建築用木材データベースの開発

現地調査報告書

1
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OUTPUT：環境負荷原単位（木材1m3あたり）

INPUT①：対象製品 INPUT②：素材産地 INPUT③ ：木質バイオマス燃料利用率

INPUT④：断面積

INPUT⑤：輸入港、最終利用地の所在地

対象製品のCO2原単位[t-CO2/m3]

森林施業

製造（加工）

製造（乾燥）

陸上輸送（国内分）

陸上輸送（海外分）

外洋輸送

1.0

0.8

0.2

0.0

0.4

0.6

建築用木材データベースの開発

LCCM住宅研究開発委員会（村上周三委員長）傘下の LCCO2部会（伊香賀俊治部会長）が国内外の森林・製材所現地調査、統計資料調査に基づき開発

1
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■木質バイオマス利用率：各地域の典型値
■ 製品種別: 製材品 ■ 断面サイズ: 中断面
計算条件: 木質バイオマス利用率が各地域の典型的な値の場合

* Utilization ratio of wood biomass fuel

CO2 排出原単位 [t-CO2/m3]      
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■ 最終消費地 :東京
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建築用木材の比較 1

加工 (製材)
加工(乾燥)
海外陸上輸送
外洋輸送
国内陸上輸送

森林施業
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■木質バイオマス利用率：100%
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JIS化に至らなかった
建築用断熱材及び開口部材のLCCO2の算定及び表示方法

製造 輸送 建設
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（CO2換算）

・・・・・

・・・・・

・・・・・

断熱性能の向上による
暖冷房起因のCO2
排出量削減分

断熱材単位量（kg、m3、m2）が
排出するLCCO2排出量
・モデル戸建住宅
・モデル集合住宅
・モデル事務所（庁舎）

資源・エネルギー消費に
よるCO2排出量増分

製造 輸送 建設

供用
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（CO2換算）
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・・・・・
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断熱性能の向上による
暖冷房起因のCO2
排出量削減分

断熱材単位量（kg、m3、m2）が
排出するLCCO2排出量
・モデル戸建住宅
・モデル集合住宅
・モデル事務所（庁舎）

資源・エネルギー消費に
よるCO2排出量増分

図E.1 建築用断熱材LCCO2算定結果グラフ表示イメージ（例）
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 委託先 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会「断熱部材のＬＣＣＯ２評価・算定手法の標準化調査」成果報告書（抜粋）2007年3月
2004年度〜2007年度 住宅・建築物の長期断熱性能と建材LCA調査委員会（一財）建材試験センター・（一社）日本建材・住宅設備産業協会の成果を受けて

1
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地域工務店のアップフロントカーボン社内計算 1
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出典：ゼロカーボンビル推進会議2022年度成果報告 参考：Net-zero buildings – Where do we stand? (WBCSD, July 2021)

WBCSD Net-zero buildings: Where do we stand?

出典：持続可能な開発のための
世界経済人会議：Net-zero 
buildings: Where do we stand?
EN15978(2011)とISO21930(2017) 
には記載されていない Upfront/ 
Embodied/ Operational/ Whole life 
Carbon の用語が追記されている。

※

※冷媒・断熱材からの
フロン漏洩等を指す

13
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ホールライフカーボン
補足
情報

エンボディドカーボン オペレー
ショナル
カーボンアップフロントカーボン
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物
の
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送

中
間
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理

廃
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物
の
処
理
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ル
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ー
消
費

水
消
費

再
利
用
・
リ
サ
イ

ク
ル
・
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ネ
ル

ギ
ー
回
収
等

○
※1

○ ○
※2

○
※3

○ ○ ○ ○ ○
※1

○
※4

○ ー
※5

※1 木材等の炭素貯蔵量、吸収量は国際的な統一指標未整備の現時点では、ホールライフカーボン算定結果に算入しない。ただし別途、参考情報として、算定根拠と共に記載可能な
欄を結果表記に含める

※2 国際整合を図る、日本建設業連合会様のご意見を反映するために算定対象範囲を仮囲い内の消費エネルギー＋廃棄物処理分とする
※3 冷媒・断熱材からのフロン漏洩等を指す
※4 CASBEE-建築における算定方法（リファレンス建物（DECC,非住宅建築物のエネルギー消費 に係わるデータベースを基に設定された値、コンセント含む）とBEIより算定）を

踏襲する
※5 2023年度時点でDは算定対象外とするものの、海外算定事例等を参考に算定方法を継続検討する

WLCの評価範囲
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主要国・都市におけるWLC削減ロードマップ

15日・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20) 宮森剛 OECD シニアマネージャー発表資料より

2
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主要国・都市におけるWLC削減ロードマップ

16日・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20) 宮森剛 OECD シニアマネージャー発表資料より
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欧州９ヶ国 ホールライフカーボン規制措置を導入

国 評価
義務

上限値
規制 対象用途 算定対象

オランダ 2013- 2018- 事務所、住宅 エンボディド
カーボン

スウェーデン 2022- 2027- 100㎡以上の全
て

アップフロン
トカーボン

フランス 2022- 2022- 事務所、住宅、
教育施設

ホールライフ
カーボン

デンマーク 2023- 2023- 全用途 ホールライフ
カーボン

フィンランド 2025- 2025- 全用途 ホールライフ
カーボン

ロンドン(英国) 2021- N.A. 一定規模以上の
全用途

ホールライフ
カーボン

注：上表のほか、ノルウェー(2022年）、エストニア（2025年）、
アイスランド（2025年）において規制措置を導入

欧州におけるホールライフカーボン規制

規制発効中
規制発効間際

規制なし

17日・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20)今村敬 内閣審議官発表資料より

EU建築物エネルギー性能指令 2024年4月
EPBD: Energy Performance of Building Directive 

2
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米国ではエンボディドカーボン関連の法整備が進行。民間では大手企業が自社の開発PJでLCCO2
評価手法の枠組みを確立。一方、米国内EPDの普及は地域によりばらつきがある。

出典：Current Embodied Carbon Policy map  URL : https://carbonleadershipforum.org/clf-policy-toolkit/
Hines_Carbon_Guide_FINAL_Hines+MKA URL： https://www.hines.com/embodied-carbon-reduction-guide

① ②

③

④

⑤

米国・北米のエンボディドカーボン関連条例の例

※赤字：岡田委員からの提供資料を基に作成

18

北米におけるホールライフカーボン規制の動向 2

https://carbonleadershipforum.org/clf-policy-toolkit/
https://www.hines.com/embodied-carbon-reduction-guide
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TCFDとはG20の要請を受け、金融安定理事会（FSB)により
設立された気候関連財務情報開示タスクフォース

プライム市場上場会社 Scope3 開示の実質義務化

Scope1+2+3

サプライチェーン
CO2排出量

Scope 3(上流) Scope 3(下流)

建材調達＋施工CO2情報開示 テナントCO2情報開示

2021年6月

販売用不動産（SCOPE3-1） 取得額(建物投資額)×4.24 t-CO2/百万円（住宅：4.09）

固定資産（SCOPE3-2） 有形固定資産増加額×3.77 t-CO2/百万円

国際的な「GHGプロトコルSCOPE３算定報告基準」に整合した「サプライチェーンを通じた温室効果ガス
排出量算定に関する基本ガイドライン」(環境省・経産省）が多くの不動産会社で利用されている。工事費
が高いほどGHGも大きくなり、脱炭素の取り組みが正当に評価されない問題がある。

3
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ゼロカーボンビル推進会議 第I期 2022-23年度

連携

学識者・国土交通省・経済産業省・
環境省・林野庁・東京都・大阪府・
業界団体

エンボディド・カーボン評価ＷＧ
主査：伊香賀俊治（前出）

ゼロカーボンビル推進会議
委員長：村上周三 東京大学名誉教授
委員長代理：伊香賀俊治 慶應義塾大学名誉教授
幹 事：丹羽勝巳 日建設計ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ

20

ツール開発 SWG ①
主査：伊香賀 俊治 (前出）

データベース検討 SWG ②
主査：清家 剛 東京大学教授

海外情報 SWG ③
主査：堀江 隆一 CSRデザイン環境投資顧問社長

IBECs  https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/

伊香賀俊治
委員長代理

村上周三
委員長

田辺新一 委員
日本建築学会会長（当時）

国土交通省
経済産業省

環境省

東京都

大阪府

第１回ゼロカーボンビル推進会議2022.12.5

G7気候・エネルギー・環境大臣公式声明
（2023.4.16）
建物のライフサイクル全体の排出
量を削減する目標推進を推奨。

花粉症に関する関係閣僚会議決定
（2023.5.30）
建築物に係るライフサイクルカーボン
評価方法の構築（３年を目途）

G7 都市大臣会合公式声明
（2023.7.9）
設計、建設、運用、管理、解体に至
るまで、ネット・ゼロの建築物のラ
イフサイクルを推進する必要を推奨。

建設時GHG排出量算定ﾏﾆｭｱﾙ検討会
座長：山本 有 三井不動産ｱｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進部長

【事務局：不動産協会】
プライム市場上場会社のTCFD提言に沿った
SCOP3カーボン開示の実質義務（2021.6）
で努力が報われる評価手法が求められた

3
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建設時GHG排出量算定ﾏﾆｭｱﾙ検討会
座長：山本 有 三井不動産ｱｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進部長

ツール開発 SWG ①
主査：伊香賀 俊治 (前出）

データベース検討 SWG ②
主査：清家 剛 東京大学教授

海外情報 SWG ③
主査：堀江 隆一 CSRデザイン環境投資顧問社長

WLCA円滑運用検討SWG④
主査：坊垣 和明 東京都市大学名誉教授

ゼロカーボンビル推進会議 第II期 2024-

連携
ホールライフカーボン基本問題検討WG
主査：伊香賀俊治 (前出）

【事務局：IBECs/JSBC】

連携

連携

WLCA: Whole Life Carbon Assessment

21

建築物のライフサイクルカーボン
削減に関する関係省庁連絡会議
議長：阪田 渉 内閣官房副長官補（内政担当）

内閣官房HP
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/index.html

建材EPD検討会議
委員長：清家 剛 東京大学教授

IBECs  https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/

【事務局：日本建材・住宅設備産業協会】

【事務局：不動産協会】

【事務局：内閣官房・国土交通省】

プライム市場上場会社のTCFD提言に沿った
SCOP3カーボン開示の実質義務化（2021.6）
で努力が報われる評価手法が求められた

<議 長>
内閣官房副長官補（内政担当）
<構成員> 
内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）,
金融庁企画市場局長, 
文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部長,
林野庁長官, 
経済産業省大臣官房脱炭素成長型経済構造移行推進審議官, 
経済産業省製造産業局長, 
資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長
国土交通省大臣官房官庁営繕部長,
国土交通省不動産・建設経済局長,
国土交通省住宅局長, 
環境省地球環境局長

ゼロカーボンビル推進会議
委員長：村上周三 東京大学名誉教授
委員長代理：伊香賀俊治 慶應義塾大学名誉教授
幹 事：丹羽勝巳 日建設計ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ

3
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J-CAT 建築物ホールライフカーボン算定ツール

22

EXCELファイル名

1_J-CAT_Software_Simplified Calculation_v2.0

マニュアル      ソフト

マニュアル＋ソフト＝ツール

約 170頁

2_J-CAT_Software_Standard Calculation_v2.0

3_J-CAT_Classfication Table_v2.0
（内訳書）仕訳表
4_J-CAT_Summary Table_v2.0
（集計表）

5_J-CAT_Software_Detailed Calculation_v2.0
（算定結果表示ソフト）

算定ソフト_簡易算定法

算定ソフト_標準算定法

支援ツール_詳細算定法

0_J-CAT_Manual_v2.0

特徴② ホールライフカーボンの算定
が可能

特徴① 活用目的に合わせた3つの
算定法を提供

特徴④ デフォルト値の充実
冷媒漏洩率/更新率/修繕率など

資材数量削減、低炭素資材採用、EPD（環境製
品宣言）の活用、木材利用、施工努力、長寿命
化、フロン削減、オペレーショナルとエンボ
ディドのトレードオフなど、多様なGHG排出量
削減手法に対応

特徴③ 従来から多用されている簡易
的な金額ベースでは無く、数量ベース
で算定が可能

特徴⑤ 算定結果情報の充実
詳細な内訳、時間経過に伴う算定条
件の変化を加味した結果表記など

簡 易 算 定 法
標 準 算 定 法
詳 細 算 定 法

3
ゼロカーボンビル推進会議
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J-CATの概要
基本的枠組み

名称・
呼称

和文正式名称 建築物ホールライフカーボン算定ツール
英文正式名称 Japan Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle
略称（愛称） J-CAT ® ※「J-CAT」はIBECsの登録商標

評価期間
【新築】用途別固定
    （物販店等:30年、事務所等:60年、住宅:品確法により30 or 60 or 90年）
【改修】躯体改修を伴わない場合：新築評価期間 − 築年数

躯体改修を伴う場合      ：新築評価期間

対象用途 非住宅＋集合住宅
低層共同住宅・戸建住宅は2025年度以降整備

多様な
使い方を
想定した
デザイン

活用目的（設計/施工/竣工、新築/既存、大規模/小規模、多様な用途等）に合わせた
3つの算定法（簡易・標準・詳細）を整備
エンボディドカーボン削減とオペレーショナルカーボン削減のトレードオフ等の多
様な削減手法へ対応
時間経過に伴う算定条件の変化を加味した算定結果表記
炭素貯蔵量情報表記へ対応

BIM連携 2024年度連携のための条件整理、2025年度以降整備
23
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日本建築学会/不動産協会/ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝﾋﾞﾙ推進会議
の算定ツールの関係

24

J-CAT®

2024.10 正式版
V2.0

Japan Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle
建築物ホールライフカーボン算定ツール

算　定　ソ　フ　ト
標 準 算 定 法

① 建築物のライフサイクルカーボン （ホールライフカーボン）

②-1 新築時に発生するカーボン
（アップフロントカーボン）

② 新築・改修・解体時に発生するカーボン （エンボディドカーボン）

B1 B2 B3 B4 B5

使

用

維
持
保
全

修

繕

更

新

改

修

②-2 使用段階（資材関連）

C1 C2 C3 C4

解
体
・
撤
去

廃
棄
物
の
輸
送

中
間
処
理

廃
棄
物
の
処
理

②-3 解体段階資材製造段階

A1 A2 A3 A4 A5

原
材
料
の
調
達

工
場
へ
の
輸
送

製

造

現
場
へ
の
輸
送

施

工

施工段階

運用時に発生するカーボン
（オペレーショナルカーボン）

B6
B7

エネルギー消費
水消費

③ 使用段階（光熱水関連）

ライフサイクルカーボンの枠組み （WBCSD, 2021）

2013年2月公開
建物のLCA指針
2013年版

2024/3/11公開
建物のLCA指針
2024年3月版

2024/10/31 公開
J-CAT
2024.10 
正式版

産業連関表2015年由来の原単位

2024/10/31 公開
不動産協会ツール
2024年10月版

2023/6/23 公開
不動産協会ツール
2022年度版産業連関表

2005年由来
の原単位

2024/5/16公開
J-CAT
2024.5
試行版

2024/3/29 公開
不動産協会ツール
2024年3月版

日本建築学会
（GHG以外

も算定）

不動産協会
（アップフロント

カーボン限定）

ゼロカーボン
ビル推進会議
（WLC全体）

3
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簡易算定法
主に設計段階での
利用を想定

標準算定法
最も標準的に利用
しやすい位置づけ

詳細算定法
特に詳細な分析・
検証に用いる想定

ISO 21930区分 活用ステージ 主に設計初期段階 設計〜施工〜竣工 任意

資材
製造
段階

A1
原材料の調達
A2
工場への輸送
A3
製造
A4
現場への輸送

躯体
杭基礎 資材量入力 資材量入力 資材量入力

建築主要資材
屋根・外壁・内部仕
上

統計資材量 資材量入力 資材量入力

建築その他
断熱・雑工事・他 統計資材量 統計資材量 資材量入力

設備
電気・機械・衛生 統計資材量 統計資材量 資材量入力

施工
段階

A5
施工 共通費 工事分倍率

（統計値）
工事分倍率
（統計値）

工事分倍率
（統計値）

J-CAT 簡易・標準・詳細算定法の違い＜A1-A5＞

簡易算定法の補正係数：建築6工事細目+6工事細目以外＝建築主要6工事細目×1.6倍           
標準算定法の補正係数：建築14工事細目+14工事細目以外＝建築主要14工事細目×1.1倍

25
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J-CAT 標準算定法 入力／出力シート

26

J-CAT 算定ソフト　標準算定法
算定結果 2024.5　試行版  v1.0

建物名称 モデルビル その他の特記事項 Whole life carbon　内訳②
主要用途
所在地
竣工年 資材製造 施工 解体
主要構造 S造 A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C1-C4
階数 地上14階　地下1階 建築 10.1 0.4 4.3 0.5 15.3 15.9%
延床面積 ㎡ 高さ 50 m    直接仮設 0.0 0.0 0.0 0.0%
評価期間 60 年 建替周期 60 年 　土工・地業 0.4 0.0 0.0 0.1 0.5 0.5%
算定日 算定者 ○○設計 　躯体 6.0 0.1 0.0 0.3 6.4 6.6%
算定目的 SBT 　外装 1.4 0.1 1.4 0.1 2.9 3.1%
算定時点 　内装 1.8 0.2 2.7 0.0 4.8 4.9%
バウンダリ 　その他 0.5 0.0 0.2 0.0 0.7 0.8%

電気 1.4 0.1 3.7 0.0
空調 1.6 0.1 6.4 0.0
衛生 0.7 0.0 2.6 0.0

A1-A5 搬送 0.1 0.0 0.5 0.0
B1 B2-B5 B6-B7 共通費分 0.0 0.9 1.0 1.9 2.0%
C1-C4 維持保全 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1%

フロン漏洩 0.0 0.0 2.8 2.8 2.9%
■ 合計 14.0 1.5 21.6 58.7 0.5 96.2 100.0%
■ 割合 14.5% 1.6% 22.4% 61.0% 0.5% 100.0%
■
■ Whole life carbon　内訳① 【参考】木材の炭素貯蔵量・排出量、その他
■
■

■ ■ 資材製造 施工 解体
■ ■ 対象資材 A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C1-C4

使用原単位

使用ツール：■建築物のLCAツール ver.5.01
BEI（省エネルギー性能指標）：
運用エネルギー 推定値：CASBEE
算定根拠 推定値：その他 (　　　　　　　　　　　　　）

実績値 ※各資材の解体段階分はWhole life carbonの中で計上されている。
建物形状： 最上階セットバック Whole life carbon (時系列)
最大スパン：
基準階面積：
杭・基礎： 既成杭
耐震基準： 新耐震基準 旧耐震基準
耐震性能グレード： 基準級 上級 特級

 Upfront carbon　内訳

表記方法：ISO21930(2017)
算定方法：林野庁 建築物に利用した木材に係る炭
素貯蔵量の表示に関するガイドライン

木材
（自動算定） 0 0

段階
合計 割合使用kg-CO2e/m2年

58.7 76.1 79.0%

算定根拠/出典
kg-CO2e/㎡

段階
使用

吸音

その他
内部雑

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

断熱
AIJ 建物のLCA指針(2013)

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

屋根
外壁

電気
空調
衛生
昇降機

天井
デッキプレート ユニットバス等

型枠

木材

事務所
東京
2003 年

20,288

■海外消費支出

2023年

着工時の見積内訳に基づく
■国内消費支出 □国内資本形成

□海外資本形成

算定に含まれるステージ：
評価種別 ■定量評価　□定性評価

杭・基礎 外部開口部 外部雑
算定に含まれる工事種別：

内部床コンクリート
内壁

鉄骨 内部開口部
鉄筋

17,500mm
900m2

電力のCO2排出係数固定

A1-3
15%

A4-5
2%

B1
3%

B2-5
19%

B6-7
61%

C1-4
0.5%

96.2 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000
GHG排出量（kg-CO2/m2）

直接仮設 土工・地業 コンクリート 鉄骨 鉄筋
木造 デッキプレート 外装 内装 その他
電気 空調 衛生 搬送 共通費分

kg-CO2e/m2年

0

200

400

600

800

1000

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60

G
HG

排
出

量
[k

g-
C

O
₂
e/

㎡
]

築年数 [年]

資材製造 A1-A3 施工 A4-A5 使用 B1-B5 使用 B6-B7 解体 C1-C4 【参考】木材の炭素貯蔵/排出量

竣工〜10年目 竣工〜30年目 竣工〜60年目 竣工〜2030年 竣工〜2050年

 　
入力シ ト (B1)

入力欄： 必須入力項目 任意入力項目

地球温暖化物質集計表

発泡断熱材
（工場成形板）-

1

発泡断熱材
（工場成形板）-

2

発泡断熱材
（現場発泡）-1

CFC CFC-11 CFCl3 4000 1 遠心冷凍機冷媒,発泡断熱材

ハロン Halon1301 CF3Br 5600 10
ハロン1301消火剤
（N2・CO2消火等を除く）

HCFC HCFC-22 CF2HCl 1700 0.055
チラ―、パッケージエアコン、
発泡断熱材

物質名 化学式
地球

温暖化
係数

オゾン層
破壊
係数

建築関連用途

 　
  

新築または既存： 既存 入力欄： 必須入力項目
【新築の場合CASBEEより転記】事業者名： 東京電力エナジーパートナー(株)

【新築の場合CASBEEより転記】〇△電力(H30年実績値)： t-CO2/kWh 任意入力項目
(1) 消費エネルギー量集計表

年間消費エネルギー量 備考 施設管理諸室※の消費割合

① 96.2 kWh/年㎡ ※既存の場合に入力 0.22%

集　② 141.6 MJ/年㎡ ※既存の場合に入力 0.22%

計　③ MJ/年㎡ ※既存の場合に入力 0.22%

表　④ kg-CO2/年㎡ ※新築の場合に「CASBEE-建築（新築）におけるライフサイクルCO2評価」結果を転記 0.22%

⑤ 0.51 m3/年㎡ ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間使用上水量を入力 0.22%

⑥ 0.41 m3/年㎡ ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間使用排水量を入力 0.22%

⑦ 10.7 kg/年㎡ ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間廃棄物量を入力 0.22%

（新築）電力、ガス、石油合計

（既存）消費電力量
エネルギー種別

一般廃棄物量

（既存）消費ガス量
（既存）消費石油量

上水消費量
下水排水量

標準算定法
入力シート

A1〜A5

2) 評価期間、建替周期入力

B1

B6, 7 
7) エネルギー・水消費量入力

6) フロン等使用量入力

8)
維
持
管
理

B3〜B5 C1〜C4

4) 更新周期・修繕率入力

3) 資材数量の入力

1) 建物基本情報入力

9) ホールライフカーボン内訳の出力

10) アップフロントカーボン内訳の出力

11) 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記

B2

5)廃材リユー
ス率入力kg,m3 × 原単位(J-CATに組込済)

出力シート
（GHGシート/
CO2シートの切換え）
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Upfront, Upfront
以外のEmbodied, 
Operational 
carbonの比率を表記
①竣工〜10, 30, 60
年目積算、②竣工〜
2030, 2050年積算
の2ケースで表記可能

建築物ホールライフカーボン 時系列表示例

27

①電力の排出係数が将来変化しない場合、②将来的に排出係数
が小さくなる場合をの2ケースの結果が切替表記可能
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0 500 1,000 1,500 2,000

2-2
7-1
9-4
2-1
8-2
2-4
4-2
5-1

11-2
11-1
3-2
8-1
6-2

13-1
3-1
9-2
4-1
9-1
2-3
2-5
9-5
6-1
1-1
9-3

10-1

UC (kg-CO2e/m2)

直接仮設

土工・地業

コンクリート

鉄骨

鉄筋

木造

デッキプレート

外装

内装

その他

電気

空調

衛生

搬送

共通費分

[延面積分類] A:300㎡未満、B:300㎡以上2,000㎡未満、C:2,000㎡以上5,000㎡未満、
D:5,000㎡以上10,000㎡未満、E:10,000㎡以上30,000㎡未満、F:30,000㎡以上50,000㎡未満、
G:50,000㎡以上100,000㎡未満、H:100,000㎡以上
[階数分類]    a:地上5階以下、b:地上6〜10階、c:地上11〜20階、d:地上21〜30階、e:31階以上

ID 新築・改修 主用途 主構造 面積 階数
2-2 新築 流通施設 S E a
7-1 新築 流通施設 S G b
9-4 新築 集合住宅 RC H e
2-1 新築 集合住宅 SRC G e
8-2 新築 集合住宅 RC D a
2-4 新築 集合住宅 RC E b
4-2 新築 集合住宅 RC C a
5-1 新築 学校（小中高） W C a
11-2 新築 学校（小中高） S E a
11-1 新築 病院 S G b
3-2 新築 病院・診療所 S E b
8-1 改修 事務所 S E b
6-2 改修 事務所 SRC D b
13-1 新築 事務所 S E c
3-1 新築 事務所 S D b
9-2 新築 事務所 S D c
4-1 新築 事務所 S D c
9-1 新築 事務所 S G d
2-3 新築 事務所 S D c
2-5 新築 事務所 S B b
9-5 新築 事務所 S H d
6-1 新築 事務所 S D a
1-1 新築 事務所 RC C a
9-3 新築 事務所等複合 S H e
10-1 新築 ホテル S E c

アップフロントカーボンの分析結果

28

流通施設

集合住宅

学校（小中高）

病院

事務所

ホテル

新築平均1,164kgーCO2e/m2

（改修）
（改修）
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ホールライフカーボンの分析結果
ID 新築・改修 主用途 主構造 面積 階数
11-2 新築 学校（小中高） S E a
5-1 新築 学校（小中高） W C a
2-2 新築 流通施設 S E a
7-1 新築 流通施設 S G b
8-2 新築 集合住宅 RC D a
9-4 新築 集合住宅 RC H e
2-4 新築 集合住宅 RC E b
2-1 新築 集合住宅 SRC G e
4-2 新築 集合住宅 RC C a
6-1 新築 事務所 S D a
1-1 新築 事務所 RC C a
9-2 新築 事務所 S D c
8-1 改修 事務所 S E b
13-1 新築 事務所 S E c
9-1 新築 事務所 S G d
9-5 新築 事務所 S H d
4-1 新築 事務所 S D c
2-5 新築 事務所 S B b
2-3 新築 事務所 S D c
3-1 新築 事務所 S D b
9-3 新築 事務所等複合 S H e
6-2 改修 事務所 SRC D b
3-2 新築 病院・診療所 S E b
11-1 新築 病院・診療所 S G b
10-1 新築 ホテル S E c
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0 50 100 150 200 250

11-2
5-1
2-2
7-1
8-2
9-4
2-4
2-1
4-2
6-1
1-1
9-2
8-1

13-1
9-1
9-5
4-1
2-5
2-3
3-1
9-3
6-2
3-2

11-1
10-1

WLC (kg-CO2e/m2・年)

直接仮設
土工・地業
コンクリート
鉄骨
鉄筋
木造
デッキプレート
外装
内装
その他
電気
空調
衛生
搬送
共通費分
維持管理
フロン漏えい
オペレーショナル

流通施設

集合住宅

学校（小中高）

病院

事務所

ホテル

新築平均114.1kgーCO2e/m2・年

[階数分類]    a:地上5階以下、b:地上6〜10階、c:地上11〜20階、d:地上21〜30階、e:31階以上

[延面積分類] A:300㎡未満、B:300㎡以上2,000㎡未満、C:2,000㎡以上5,000㎡未満、
D:5,000㎡以上10,000㎡未満、E:10,000㎡以上30,000㎡未満、F:30,000㎡以上50,000㎡未満、
G:50,000㎡以上100,000㎡未満、H:100,000㎡以上
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建築物WLC削減のための設計ガイドライン（検討中）

30

手法2:環境配慮資材の採用

杭長削減
仮設山留壁の本設利用
合成デッキスラブ採用
ロングスパン 中止
耐震壁の合理的配置 等

既存躯体再利用
環境配慮コンクリート採用
電炉鋼採用率拡大
CLT等を活用した木造建築
既存躯体残置 等

躯体

UC排出割合

55.5%

設備容量適正化

段ボールダクト採用 等

設備
UC排出割合

18.0%

ECとOCのトレードオフ

グリーンアルミ採用 等

外装
UC排出割合

6.2%

OAフロア中止
天井中止

木製防火戸採用 等

内装
UC排出割合

9.8%

現場内再生可能エネルギー採
用率向上 等

施工
UC排出割合

6.8% UC排出割合：J-CATケーススタディ新築23件の
 工事項目別の割合の平均

手法1:資材量の削減 手法3:施工努力

モデルビルとしては不動産協会で利用されているサンプルビル（事務所, 延床1万㎡, SRC造）を想定

3
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算定範囲 CO2＋HFCs GHG

データ
ベース

産業連関表
2005年

－

2015年

AIJ-LCA指針最新デー
タベース反映、かつ算
定範囲をCO2からGHG
に拡張し、モデルビル
（ S 造 , 事 務 所 ） で
WLCを算定。データ
ベース更新（産業連関
表2005年から2015年
変 更 ） で WLC ＋ 約
12％、EC＋約7％、
CO2+HFCs か ら GHG
へ拡張でWLC＋約3％、 
EC＋約5％となった。
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WLC＋約12％、EC＋約7％

WLC＋約3％、EC＋約5％

A1-3
14%

A4-5
2%

B1
3%

B2-5
20%

B6-7
61%

C1-4
0.5%

96.4 
kg-CO2e/m2年

電力排出係数の影響
(原発停止等)

メタンなどの
影響

A1-3
13% A4-5

1%
B1
3%

B2-5
19%B6-7

63%

C1-4
0.6%

108.0 
kg-CO2e/m2年
（CO2+HFCs）

A1-3
13% A4-5

1%
B1
3%

B2-5
20%B6-7

62%

C1-4
0.6%

110.8 
kg-CO2e/m2年

（GHG）

建築物ホールライフカーボン 2005年と2015年の比較 3
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電力・都市ガス・上下水・廃棄物処理
排出係数将来変化の反映（参考情報として）

32
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1.50
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排出係数(t-CO2/千m³)

電力

都市ガス ×

事業用電力
41%

都市ガス
1%

電力・都市
ガス以外

58%

事業用電力
38%

都市ガス
0.01%

電力・都市
ガス以外

62%

事業用電力
13%

都市ガス
0.12%電力・都市ガス以外

87%

上水道・
簡易水道

下水道

廃棄物処理
（公営）

＜GHG排出量比率＞

AIJ LCA指針の参照
元となる3EID上の
上水道・簡易水道部
門、下水道部門、廃
棄 物 処 理 部 門 の
GHG排出量に占め
る「事業用電力」の
割合から電力CO2排
出係数の変化の影響
を推定

＜電力・都市ガス排出係数の将来変化＞
将来的な電力排出係数：
IEA Energy Technology 
Perspectives掲載のGlobal 
power generation by 
fuel/technology in the 
Sustainable Development 
Scenario, 2019-70を参考に
設定
2050年以降は2050年値で一定
想定

過去の電力排出係数：
日本の全国平均値相当
（2020年以降全国平均係数、
2008〜2019年代替値、
2005〜2007年デフォルト値を想定）
2005年以前はデフォルト値で一定想定

参考：
IEA：Energy Technology Perspectives 2020 https://iea.blob.core.windows.net/assets/7f8aed40-89af-4348-be19-c8a67df0b9ea/Energy_Technology_Perspectives_2020_PDF.pdf
環境省：電気事業者別排出係数関連ページ https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki
日本ガス協会： https://www.gas.or.jp/newsrelease/0610.pdf

日本ガス協会の想定によ
るガスのCO2排出係数の
変化「カーボンニュート
ラルチャレンジ2050アク
ションプラン」
（2021.6 日本ガス協会）
CN化率 2030年：5%、
2050年：100%

J-CATによる算定用として
日本ガス協会の将来目標を
便宜的に直線補間。

CN化率
100%

（2050年）

CN化率
5%

（2030年）

2010   2020 2030 2040    2050 

2000       2010 2020      2030 2040 2050 

3
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https://iea.blob.core.windows.net/assets/7f8aed40-89af-4348-be19-c8a67df0b9ea/Energy_Technology_Perspectives_2020_PDF.pdf
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki
https://www.gas.or.jp/newsrelease/0610.pdf
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購入電力の影響割合
を3EIDの各影響度の
大きい上位5部門の
第2次間接効果まで
を反映し推定

購入電力の影響割合推定方法

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 261102 145 フェロアロイ t-CO2eq/百万円 5.312367

2 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 4.865053

3 261101 144 銑鉄 t-CO2eq/百万円 2.845528

4 259901 141 炭素・黒鉛製品 t-CO2eq/百万円 0.237155

5 392101 261 再生資源回収・加工処理 t-CO2eq/百万円 0.115282

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 3.685811

2 461103 275 自家発電 t-CO2eq/百万円 2.147444

3 212101 125 石炭製品 t-CO2eq/百万円 1.099266

4 062909 31 その他の鉱物 t-CO2eq/百万円 0.686776

5 261102 145 フェロアロイ t-CO2eq/百万円 0.536744

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 061101 28 石炭・原油・天然ガス t-CO2eq/百万円 2.728349

2 461103 275 自家発電 t-CO2eq/百万円 2.28022

3 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 1.367817

4 212101 125 石炭製品 t-CO2eq/百万円 0.176399

5 211101 124 石油製品 t-CO2eq/百万円 0.151751

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 062909 31 その他の鉱物 t-CO2eq/百万円 4.31083

2 212101 125 石炭製品 t-CO2eq/百万円 3.955367

3 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 0.392869

4 461103 275 自家発電 t-CO2eq/百万円 0.309062

5 061101 28 石炭・原油・天然ガス t-CO2eq/百万円 0.101615

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 2.297161

2 204909 109 その他の有機化学工業製品 t-CO2eq/百万円 1.296135

3 206101 114 化学繊維 t-CO2eq/百万円 0.642485

4 212101 125 石炭製品 t-CO2eq/百万円 0.429224

5 211101 124 石油製品 t-CO2eq/百万円 0.316158

順位 行コード 行番号 部門名/単位 部門名
1 572201 296 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） t-CO2eq/百万円 1.682936

2 4611001 274 事業用電力 t-CO2eq/百万円 0.878907

3 574201 300 沿海・内水面輸送 t-CO2eq/百万円 0.441123

4 573201 298 自家輸送（貨物自動車） t-CO2eq/百万円 0.170639

5 574301 301 港湾運送 t-CO2eq/百万円 0.129911

例) 粗鋼（電気炉）

第1次間接効果

第2次間接効果

購入電力
第1次間接効果
32.9%

購入電力
第2次間接効果 10%

購入電力以外

粗鋼（電気炉）GHG排出量内訳

電力排出係数の将来変化によるUCへの影響 3
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AIJ LCA指針 CO2原単位（建築工事関連） 2005年から2015年の増減率
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3EID 購入電力比率 2005年から2015年の増減率
AIJ LCA指針 CO2原
単位と3EID 購入電
力比率の2005年から
2015年の増減率を確
認。
増加率の傾向はやや
異なるものの、共通
して全体的に増加傾
向であることを確認。0%
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想 定 さ れ る 増 減 要
因：製造工程、原材
料、輸送手段の変化、
省エネ・創エネによ
る購入電力の変化、
及び電力排出係数の
変化

電力排出係数の将来変化によるUCへの影響 3
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建材EPD検討会議を活用したデータ整備

関係省庁連絡会議の設置と建材EPD検討会議の今後の進め方 より抜粋

3

35



理事長
Prof. Emeritus, Keio University
慶應義塾大学名誉教授

Toshiharu IKAGAPresident, Institute for Built Environment and Carbon Neutral for SDGs
伊香賀俊治 関係省庁連絡会議の設置と建材EPD検討会議の今後の進め方 より抜粋

CO2原単位の整備推
進計画では、25年度
からPCR・EPD策定
を開始するスケ
ジュール感が示され
た。
PCR等策定にあたっ
ての基本的ルールの
整理を行う役割が期
待されている。

建材EPD検討会議を活用したデータ整備 3
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産業連関表ベース 積み上げベース
積上げデータ CFP EPD

対象製品 一般製品 個別製品
評価領域 CO2+多領域（SO2、NO2、CH4、N2Oなど） CO2 CO2+多領域

算定方法
社会全体の経済活動を約400部門 ( 業種) 間の
取引としてまとめられた産業連関表を基に作成
された原単位

ライフサイクルの各段階で投入した資源・エネルギーと作り出
された各製品から収集・集計して作成された原単位

波及効果 考慮あり 考慮無し

メリット
社会に存在するすべての財・サービスの生産に
伴う直接・間接的な排出量を把握（波及効果を
反映）することが可能。（カバー率大）

ライフサイクルの各段階で投入した資源・エネルギー（イン
プット）と排出物（アウトプット）を詳細に収集・集計してい
るため、建材や建築における努力の詳細・個別分析が可能。

デメリット
原単位は多種の製品の平均的な単位生産額あた
りの排出量を示しており、建材や建築における
努力の詳細・個別分析が困難。

ライフサイクルに含まれるプロセスは非常に複雑であり、積み
上げ法により排出原単位を作成するには多大な労力が必要。網
羅的な整備が難しいため必要な原単位が存在しない可能性あり。

第三者検証 必ずしも必要としない 必ずしも必要としない 必須

該当データ AIJ LCA指針の原単位、3EID など AIST-IDEA など
SuMPO-Climate宣

言(検証有)､
業界CFP など SuMPO-EPD など

成熟期には積み上げ、普及期には産業連関ベースを目指すべき方向性とするかについて検討。国内ではAIJ LCA
指針の原単位をベースとした産業連関表ベースが主流であるが、海外ではEPDを用いた積み上げベースが主流。

波及効果とは 新規の需要発生により、必要となる生産活動から発生する他産業への間接効果

普及期と成熟期に分けたデータ整備方針 3

※2024/5/16住宅・建築SDGｓフォーラム 第24回シンポジウム「データベース問題検討SWG」資料を修正･追記 37
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試行版以降に公開されたEPD（SuMPO環境ラベルプログラム）の取込、EPD International に登録さ
れている日本製品の取込などによりEPDの充実を図る。

SuMPO-EPD 「分野：建設・建築製品」の新規公開状況（2024年4〜9月）
ガラス、コンクリート、CLT、石膏ボードなどが公開、試行版ではISO21930準拠データに

限定していたが、 ISO21930に定義されるモジュール単位の環境負荷情報のある
建設・建築製品に条件緩和することでEPD採用数の充実を図る
JR-BZ-24002E チタン厚板TranTixxii® -Eco 日本製鉄株式会社
JR-BZ-24001E チタン厚板 日本製鉄株式会社
JR-BP-24002E LOVAL 不燃パネル（6mm ケイ酸カルシウム板）TOPPAN株式会社
JR-BP-24001C 砕石 福原産業株式会社
JR-BY-24002E 低炭素型のコンクリート クリーンクリート® (呼び強度：27以上40以下) 株式会社大林組
JR-BY-24001E 普通ポルトランドセメントを使用したコンクリート (呼び強度：27以上40以下) 株式会社大林組
JR-AU-24001E デコスファイバー 株式会社デコス
JR-AC-24004E チヨダサーキュラーせっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24003E   チヨダゼナジーボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24002E   チヨダせっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24001E   チヨダ強化せっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-CF-24001E 直交集成板（CLT） 銘建工業株式会社
JR-AJ-24030E  厚鋼板 中部鋼鈑株式会社
JR-CB-24001E バスパネルBTｊ フクビ化学工業株式会社
JR-AJ-24029E  鋼管杭・鋼管矢板（板巻鋼管） 日本製鉄株式会社
JR-AJ-24028E  鋼管杭（電縫鋼管）日本製鉄株式会社
JR-AJ-24027E  鋼管杭・鋼管矢板（スパイラル鋼管） 日本製鉄株式会社
JR-BS-24001E 透明フロート板ガラス AGC株式会社 建築ガラス アジアカンパニー

参照：https://ecoleaf-label.jp/epd/search

①データ更新周期、②継続的な更新方法⇒算定者が追加 or ツール開発SWG以外
（EPD管理団体）で実施など、③対象EPDプログラム範囲

3普及期におけるEPDの活用

38

https://ecoleaf-label.jp/epd/search


理事長
Prof. Emeritus, Keio University
慶應義塾大学名誉教授

Toshiharu IKAGAPresident, Institute for Built Environment and Carbon Neutral for SDGs
伊香賀俊治 39

断熱材のEPD事例 3



理事長
Prof. Emeritus, Keio University
慶應義塾大学名誉教授

Toshiharu IKAGAPresident, Institute for Built Environment and Carbon Neutral for SDGs
伊香賀俊治

2024年正式版における改良点・課題と対応

40

項目 ISO
21930 J-CAT2024.5 試行版 改良点・課題 対応 正式版

1) AIJ LCA指針
最新データ
ベース反映

全般
参照先：AIJ LCA指
針 旧データベース
(2013年版)
対象範囲：CO2

参照先：AIJ LCA指針 最新データベー
ス(2024年版)への更新／対象範囲：
CO2からGHGへ拡大、冷凍機のGHG原
単位に含まれるフロン封入分の扱い

最新データベース反映／GHGへ
の変更影響検討、フロン封入分を
含むGHG原単位の漏えい分との2
重計上避けるための補正方法検討

〇

2) EPDの充実 全般
2024年4月末まで公
開済の主に国内EPD
取込

2024年5月以降〜9月公開済のEPD取込
今後の更新周期、継続的な更新方法、
対象EPDプログラム範囲

最新EPD（SuMPO環境ラベルプログ
ラム）、EPD International 登録
の日本製品取込、今後の対応につ
いて議論

〇

3) 再生可能
エネルギーの
扱い

B6, 
D

自己消費以上の再生
可能エネルギーは未
計上

自己消費以上の再エネ分は、ISO21930
でモジュールDでマイナス計上が規定
One Click LCAでもモジュールＤでマイ
ナス計上

自己消費以上の再エネ分は、モ
ジュールDとしてマイナス計上 〇

4) 太陽光発電設
備のホールラ
イフカーボン
算定方法

同上 算定方法、デフォル
ト値未設定 算定方法、デフォルト値の設定

電気設備学会の取組を参考とした
算定方法、デフォルト値の設定、
標準算定法への反映

〇

5) 電力・都市ガ
スの排出係数
将来変化

B6, 
B7

電力消費以外は一定
固定

電力消費以外の都市ガスや上水・下水
利用に伴う電力などの消費分の将来変
化の影響

都市ガスや上水・下水利用に伴う
電力などの消費分も参考情報とし
て将来変化を反映

〇

6) 更新周期・修
繕率の設定

B3, 
B4

物理的劣化のみを考
慮した設定

物理的劣化以外のテナント事情や陳腐
化による社会的劣化更新の取り扱い、
実態把握

設備関連団体（電気設備学会、空
気調和・衛生工学会）との連携 〇

3
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2024年正式版における改良点・課題と対応
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項目 ISO
21930 J-CAT2024.5 試行版 改良点・課題 対応 正式版

7) 廃棄物処理
の算定

C3, 
C4

算定対象外（AIJ LCA
指針においても算定対
象外）

算定対象範囲拡大 廃棄物種類・処理方法別排出原単
位の収集、適用検討 〇

8) コンクリート
のCO2の固定化
の扱い

全般 未算定 固定化した量の算定、評価方法が未
定義

温室効果ガスインベントリ報告書
準拠の算定方法にて、炭素固定量
を算定し参考値表記

〇

9) 木材の原単位 全般 既往研究論文から引用 最新研究成果の反映 継続検討課題とする −

10) 問合せ対応、
  その他 全般

型枠の数量算定要否が
不明確
AIJ LCA指針とJ-CAT、
One Click LCAでの更
新回数算定方法の相違
など

型枠の数量算定対象の明確化
更新回数算定方法
など

型枠は数量入力対象外を基本とし
つつ、RC造については数量入力
を推奨し、一式工事割増低減を推
奨
更新回数の算定方法の決定など

〇

11) 国際整合
 LEED対応 全般

LEED対応で必要な
GHG以外のマルチクラ
イテリアに未対応

GHG以外のマルチクライテリアへの
対応

GHG以外のマルチクライテリア
での算定のためのデータベース検
討

−

12) 補足情報
の扱い D モジュールD未算定 モジュールDに含まれる廃材のリユー

ス/リサイクル効果の算定
One Click LCAにおけるモジュー
ルDの扱いなどを参考にした算定
方法の検討

−

13) 改修工事対応 全般 新築と異なり、複数の
ケースで算定が必要

改修工事に配慮した算定作業の省力
化

改修項目、比率の入力などによる
算定の簡略化 −

3
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先行する海外の制度と日本の対応の方向性（案）

論点 想定される方向性

先行海外制度の概要（2023年時点） 日本の対応
の方向性
（案）デン

マー
ク

スウェ
ーデン

フラ
ンス

英国
ロン
ドン

米国
カリ

フォル
ニア

カナダ
バン
クー
バー 当面 将来

1. 評価範囲
1.1 WLC（EC+OC）+省エネ規制 ● ●
1.2 EC（UC）とOC個別規制 ● ● ● ● ● ●

2. 報告義務/
上限規制

2.1 報告義務 ● ● ●
2.2 上限規制 ● ● ● ● ●

3. 担保措置
（建築許可/

完了検査）

3.1 建築許可（＋完了検査） ● ● ● ● ● ●
3.2 完了検査 ● ●

4. 対象行為
（新築/改修）

4.1 新築 ● ● ● ● ● ●
4.2 新築＋改修 ● ●

5. 対象用途
5.1 非住宅
5.2 非住宅＋住宅 ● ● ● ● ● ● ● ●

WLCA: Whole Life Carbon Assessment,  WLC: Whole Life Carbon  EC: Embodied Carbon, UC: Upfront Carbon,  OC: Operational Carbon

42
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建築物WLCA関連の支援制度
環境省：令和6年度 建築物等のＺＥＢ化・省ＣＯ２化普及加速事業（1/2）

参照：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/zeb/hojo/ 一部加筆

事業内容の１つとして、
「ＬＣＣＯ２削減型の先導
的な新築ＺＥＢ」
が定められている

3
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建築物WLCA関連の支援制度 3
国土交通省：省ＣＯ２先導プロジェクト2024

参照：国土交通省HP https://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_001229.html
募集要項 https://www.kenken.go.jp/shouco2/apply.html

募集要項
優先課題として、J-CAT、One Click LCA
等を用いた「ホールライフカーボンの算定、
CO2排出量を低減させる取組」が2024年度
より追加

44
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建築物WLCA関連の支援制度 3
国交省における令和7年度予
算要求の主要項目に、BIMと
連携したLCCの算定・評価
（LCA）等への支援が含まれ
る。
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建築物WLCA関連の支援制度 3
建築BIMの普及拡大とLCA
の実施を支援する事業が創
設され、BIMモデル作成の
支援~LCAの実施を総合的
に支援する。事業概要には、
BIMモデルと部材等のCO2
原単位の紐づけも含まれる。
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ライフサイクル
カーボン

（竣工時）

ライフサイクル
カーボン

（竣工時）

目指すべき社会像（ステークホルダー関係図）

設計者

計画・設計 施工

・設計時の建築物LCA
を実施（最適設計を
検討）

・施工・調達等時の
CO2削減方針を整理

ライフサイクル
カーボン設計

建築主
（不動産事業者等）

施工者

・仕様書・調達等
の方針

・ライフサイクル
カーボン目標

建築物LCA結果を活用
・施工業者の選定・発注
・調達の考慮事項（政府は率先購入）

・グリーン材の調達など建材・設
備の調達時及び施工時に配慮

・竣工時に建築物LCAを実施

竣工時ライフサイクル
カーボンの表示

建築物利用者

・物件選定に活用
・環境配慮取組として活用

使用

建材・設備製造事
業者 ・グリーン材の製造

・EPD等による原単位表示

グリーン
建材

EPD等
原単位

EPD等
原単位
削減貢献量
削減実績量

削減貢献量
削減実績量

削減貢献量
削減実績量

投資家・
金融機関

・有価証券報告
書のサステナ
ビリティ情報
開示(Scope3
等)に活用

・企業の環境配
慮取組に着目
した投融資へ
の対応・活用

ライフサイクル
カーボン

（設計時）

解体
国土交通省、経済産業省、環境省、農林水産省

国土交通省

●●kgCO2e
/㎡*year

国土交通省

国土交通省、環境省

国土交通省、経済産業省、
環境省、文部科学省

金融庁

※赤字は主な担当省庁

建材・設備製造事業者、建築主（不動産事業者等）、設計者、施工者、建築物利用者それぞれが行う脱炭素取組を促進し、
また、評価される生産プロセス・市場の構築を図ることを通じ、建築物のライフサイクルカーボンの削減を促す。

47日・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20)今村敬 内閣審議官発表資料より

3内閣官房 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議
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ロードマップの策定（段階的アプローチのイメージ）

建築物ライフサイクルカーボンの削減を促す措置建築物LCAの実施を促す措置

対
象

一定の規模・用途等 全建築物

新築 新築＋改修
アップフロントカーボン

（主要建材 → 全建材） ライフサイクルカーボン

措
置

原
単
位

規模・用途

算定対象

産業連関表ベース
CFP※(第三者認証なし）

EPD※
CFP※(第三者認証あり）

※ 主要建材を優先、
   その後全建材・設備に拡大

措置
イメージ

建築物LCA実施を促す措置
建築物ライフサイクルカーボンの削減を促す措置
建築物ライフサイクルカーボンの表示に係る措置

エンボディドカーボン

実施支援
補助制度の要件化
政府調達における優遇・要件化

新築・既存

建築物LCAは、実施の必要性が高い一方で、設計・施工時にほとんど行われていない現状。原単位の整備や算定手法の統一
化など解決すべき課題も存在。
このため、建築物のLCAに係る仕組みは、各主体の取組状況や普及状況を踏まえて、段階的に必要な措置の導入を図る。

48日・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20)今村敬 内閣審議官発表資料より

3内閣官房 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議
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有価証券報告書 Scope 3 GHG排出量開示義務化へ

出典：金融庁「金融審議会 サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」（第３回）2024.6.28資料
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241010.html

IFRS（International Financial Reporting Standards）：国際財務報告基準 における定義（IFRS S2号 付録A)

サステナビリティ情報開示
義務化スケジュール（案）

株式時価総額
３兆円以上 2027年3月期〜
１兆円以上 2028年3月期〜
５千億円以上 2029年3月期〜
ﾌﾟﾗｲﾑ全企業 203X年3月期〜
３兆円以上：三井不動産
１兆円以上：大和ハウス工業、三菱地所、積

水ハウス、住友不動産、大林組、
鹿島建設、大成建設、住友林業、
積水化学工業、東急、ヒュー
リック

５千億円以上：阪急阪神HD、清水建設、
日本経済新聞Web（2025.1.21）
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-
jp/market-cap-high/?page=1

3

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241010.html
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-jp/market-cap-high/?page=1
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-jp/market-cap-high/?page=1
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検討事項（案）

50

3内閣官房 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議

法制化を検討する動き

基本方針を2024年度中にまとめる必要がある

事務局追記箇所を示す

【資料URL】国交省資料：建築物のLCAの実施によるCO2排出削減施策 の進め方・今後の検討事項（案） https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/dai1/siryou9.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/dai1/siryou9.pdf
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サステナブル建築都市世界会議 東京大会2025 3
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アップフロントカーボンの削減に向けて、
住宅業界に期待すること

52

J-CAT
Japan Carbon Assessment Tool 
for Building Lifecycle

一般社団法人プレハブ建築協会 住宅部会 環境シンポジウムバリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業成果報告会 202420250310

1

3

これまでの取り組み

わが国の対応
2 国際動向

ご静聴ありがとうございました
ゼロカーボンビル推進会議
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